
⃝ 福島特措法改正により、福島国際研究産業都市構想の推進が法定化（国が推進体制を強化）。 
⃝ 「浜通り地域再生のエンジン」である本構想の実現に向け、新年度より、県としても 
  ①戦略・企画推進機能強化、②中核的機能を担う推進法人設立、③地元産学官の連携協議体 
  創設に取り組む。 
⃝ 研究会報告からおよそ３年、あらためて国、市町村、大学、研究機関、企業等の関係者間で、

世界が注目する浜通りの再生を共通目標として連携を一層強化し、構想の早期具体化を強力
に推進する。 

〈国〉福島特措法改正法案（H29.2.10法案閣議決定【予定】） 

① 重点推進計画に、次の記載を可能とする 
 ○ 福島国際研究産業都市区域 
 ○ 区域において推進する取組 
  ・ 研究開発拠点の整備 
  ・ 当該拠点の周辺の生活環境整備 
  ・ 本区域への来訪の促進 
  ・ 県や市町村の相互間の連携強化 等 
 

② 重点推進計画の総理大臣認定後に活用可能な特例 
 ○ 特許料等の減免 
 ○ 国有試験研究施設の低廉使用 
 

③ 国、県、市町村、事業者等の連携の強化の施策 

  

○ 福島復興再生協議会の下に、本構想を関係機関等 
   が連携して推進するための分科会（協議会）を新設 

〈県〉新年度の構想推進の３つの新たな取組 

戦略・企画推進機能の強化 

・  国際研究産業都市推進監の新設 [新年度から] 

・  庁内検討体制の強化 [新年度から] 

 （推進本部体制、課長級の戦略会議創設を検討） 

・  市町村等との協議体制の発展強化 [新年度中] 

 （現行「県・市町村検討会議」を機能強化する方向） 

⇒ 新「重点推進計画」策定に地元一丸で対応 

構想を推進するための法人の設立 

・  関係する産学官の様々な主体間の連携推進等、 
    中核的な機能を担う推進法人を設立 [新年度中] 

    （改正法施行後に、一般財団法人を想定） 

⇒ 拠点運営、情報発信・交流事業を一体で推進 

地元産学官の連携協議体の創設 

・  国、市町村、企業、研究機関、大学等、 
   産学官が一体となって、構想具体化による 
   福島の将来像を共に協議する場を創設 [新年度中] 

⇒ 地元の仲間の輪をつくり、マッチングを促進 

１．重点推進計画に構想の推進を位置付け 

２．福島復興再生協議会の下に分科会創設 

関 係 者 の 
連 携 強 化 
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産総研 
ＪＡＸＡ 
農研機構 

森林総合研究
所 
海洋研究開発 
機構 
        など 

東大、京大 
東北大 
筑波大   など 

県民 

福島のあらゆる分野のネットワークによる「共創」基盤の確保 

福島イノベーション・コースト構想の土台づくり 
＝ 

技 

ビジョン・課題 

知 

 
支援したいというネットワーク 

県外大学 
研究機関 

県外企業 

<<技・知・ビジョンの共有>> 

 
・国家プロジェクトとして位置付け（福島特措法） 
・推進法人との連携、総合的な支援 
・ネットワーク強化支援（業界団体働きかけ） 

<<国>> 

２ 

イノベ構想 
推進 

企業協議会 

 

官民合同 
チーム 

 

事務局 
 
・産学官連携の中核機関 

推進法人 

 
 

 
・人材の育成 ・新技術の共同開発 

<<学>> 
研究機関（ＪＡＥＡ、ＦＲＥＡ） 

福島大学、会津大学等県
内大学（ACF）、福島高専、 
ふたば未来学園高、 
小高産業技術高 

 
・拠点を始めとする各種基盤の 
 整備 
・研究開発や事業化への支援 

<<官>> 
県・市町村 

 
 
・新たな分野への参入 
・早期事業化の推進 

<<産>> 
地元企業・団体 

事務局 
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県：平成29年度 イノベーション・コースト構想関連予算  700億円程度 
～ 浜通りの産業・雇用の回復と効果の全県波及を目指して ～ 

□商工労働部 
 ・ロボットテストフィールド整備等事業   【26.3億円】 
 ・チャレンジふくしま「ロボット産業革命の地」創出事業 
                        【4.4億円】 
□保健福祉部 
 ・チャレンジふくしま「ロボット産業革命の地」創出事業 
                        【1.5億円】等 

1.ロボット関連          【32.2億円】 

□企画調整部 
 ・水素エネルギー普及拡大事業           【1.2億円】 
 ・再生可能エネルギー復興支援事業         【74.1億円】 
 ・再生可能エネルギー市町村支援事業        【0.3億円】 
 ・ﾁｬﾚﾝｼﾞふくしま再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ普及拡大事業【9.8億円】 
□商工労働部 
 ・福島新エネ社会構想等推進技術開発事業      【3.6億円】等 

3.エネルギー関連           【89.0億円】 

□農林水産部 
 ・農林水産分野ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進事業   【1.5億円】 
 ・先端技術活用による農業再生実証事業   【0.8億円】 
 ・ふくしまアグリイノベーション実証事業  【0.3億円】 
 ・水産試験研究拠点整備事業        【7.8億円】 
 ・水産種苗研究・生産施設復旧事業     【41.0億円】 
 ・被災地域農業復興総合支援事業      【54.3億円】等 

4.農林水産関連          【105.7億円】 

□商工労働部 
 ・環境・リサイクル関連産業推進事業    【0.2億円】 

2.スマート・エコパーク関係    【0.2億円】 

□企画調整部 
 ・福島・国際研究産業都市構想推進事業   【0.7億円】 
□生活環境部 
 ・被災地域生活交通支援事業              【0.4億円】 
□商工労働部 
 ・地域復興実用化開発等促進事業      【69.7億円】 
 ・外資系企業投資促進事業         【1.2億円】 
 ・原子力被災地等企業立地促進事業       【0.1億円】 
 ・原子力災害被災事業者事業再開等支援事業 【36.0億円】 
 ・原子力災害被災地域創業等支援事業    【1.2億円】 
□農林水産部 
 ・原子力被災１２市町村農業者支援事業   【17.4億円】 
 ・福島県営農再開支援事業         【58.2億円】 
□教育庁 
 ・双葉郡中高一貫校設置事業        【41.5億円】 
 ・小高統合高等学校設備整備事業      【1.1億円】 
 ・双葉・南相馬教育復興推進事業      【0.7億円】等 

[関連]支援事業等                【228.2億円】 

□文化スポーツ局 
 ・アーカイブ拠点施設整備事業       【2.5億円】 
 ・アーカイブ拠点施設設置準備事業     【1.1億円】 

5.情報発信拠点(アーカイブ)   【3.6億円】 

□企画調整部 
 ・Ｊヴィレッジ復興・再整備事業      【31.1億円】 
□土木部 
 ・ふくしま復興再生道路整備事業      【213.4億円】 
 ・復興祈念公園整備事業          【3.0億円】等 

[関連]インフラ等              【247.5億円】 
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